
① 事業採択後３年経過して未着工の事業

② 事業採択後５年経過して継続中の事業

③ 着工準備費又は実施計画調査費の予算化後３年経過した事業

④ 再評価実施後３年経過した事業

⑤ 社会経済状況の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の

必要性が生じた事業

資料‐5

大分川ダム建設事業の再評価について

平成２９年７月５日大分川・大野川学識者・懇談会資料



１．事業の概要【流域の概要】

流域面積
大分川流域：650km2 

七瀬川流域：107km2

幹川流路延長
大分川：55.0km
七瀬川：33.8km

大臣管理区間
大分川水系：32.6km
うち七瀬川：13.6km

流域内市町村
5市2町
大分市、別府市、由布市、豊後大野市、竹田市、
玖珠町、九重町

流域内人口
大分川流域：約26万人※1

うち七瀬川：約 3万人

想定氾濫区域面積 約51km2(七瀬川を含む）※1

想定氾濫区域内人口 約18万人(七瀬川を含む）※1

◆流域の概要及び特性

【大分川及び七瀬川の概要】

1

※1：第10回河川現況調査
(調査基準年:平成22年度）

想定氾濫区域内人口密度(人/km2) 想定氾濫区域内資産密度(億円/km2)

○大分川は由布院盆地を貫流し、阿蘇野川、芹川等を合わせて中流の峡谷を流下し、賀来川、七瀬川を合わせ、別府湾に注ぐ幹線流路延長55km、
流域面積650km2の一級河川である。

○大分川ダムの位置する七瀬川は、鎧ヶ岳に源を発し、大野山地の渓谷を流下する。大分市(旧野津原町)においては、周辺に棚田の続く里山を
流れ、同町一ノ瀬橋付近から流れは緩やかとなり、瀬や淵、砂礫河原が連続する。下流では、近年大型商業施設の立地や新興住宅地としての
発展が著しい大分市稙田地区を流れ、同市光吉地区にて大分川と合流する。

○大分川の下流部には流域人口の6割を占める県都大分市があり、想定氾濫区域内の人口及び資産の密度が九州地整で管理する河川で最も高い。

○堤防の背後地は人口や資産が集中しており、大分川が氾濫した場合には甚大な被害が発生する。

大分駅

大分市役所

●

大分県庁

●

●

大分川ダム

想定氾濫区域

凡例



①洪水調節
大分川ダムの建設される地点における計画高水流量610m3/sのうち430m3/sの洪水調節を行う。

②流水の正常な機能の維持
下流の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持の増進を図る。

③水道用水の供給
大分市に対し、府内大橋地点において、新たに1日最大35,000m3の水道用水の取水を可能とする。

〔大分川計画流量配分図 m3/s〕

〔大分川ダム貯水池容量配分図〕

〔事業の経緯〕
昭和５３年 ４月 実施計画調査
昭和６２年 ４月 建設事業着手
平成１５年 ７月 事業評価監視委員会による審議：継続（７６０億円、Ｈ２２）
平成１８年 ２月 大分川水系河川整備基本方針策定
平成１８年１１月 大分川水系河川整備計画策定
平成２０年 ７月 事業評価監視委員会による審議：継続（９６７億円、H２９）
平成２０年１１月 仮排水トンネル完成
平成２１年１２月 検証対象ダムに選定
平成２２年１２月 大分川ダム建設事業の関係地方公共団体
～平成２４年５月 からなる検討の場 （準備会、第１回～第５回）

平成２３年 ８月 事業評価監視委員会による審議：継続（９６７億円、H２９）
平成２４年 ５月 事業評価監視委員会による審議：

「大分川ダム案」妥当（９８６億円、H３２）
平成２４年 ７月 大分川ダム事業継続決定
平成２５年 ９月 大分川ダム建設（一期）工事契約
平成２６年 ２月 大分川ダム本体建設工事起工式
平成２７年 １月 大分川・大野川学識者懇談会による審議：継続（９９５億円、Ｈ３１）

九州地方整備局事業評価監視委員会への報告
平成２７年 ２月 大分川ダム基本計画変更［第３回］（９９５億円、Ｈ３１）
平成２７年 ３月 ダム本体基礎掘削完了
平成２７年 ９月 ダム本体盛立開始
平成２８年 ２月 大分川ダム本体建設工事定礎式
平成２８年 ９月 大分川ダム建設（二期）工事契約
平成２９年 ５月 ダム本体盛立完了

〔事業諸元〕
形式：ロックフィルダム 事業費：約９９５億円
高さ：９１．６ｍ 工 期：平成３１年度
堤頂長：約５００ｍ
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黒字：計画高水流量 

１．事業の概要【大分川ダム建設事業】
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２．事業の必要性等【事業を巡る社会経済の情勢等の変化①】

○大分川及び七瀬川での近年の大規模な洪水は、平成5年9月、平成9年9月、平成16年10月洪水等、そのほと
んどは台風期に発生しているが、昭和28年6月洪水等のように梅雨による洪水も発生している。

昭和28年6月洪水
流出した舞鶴橋（大分川）

平成16年10月洪水
大分市田尻地区の内水被害

（支川七瀬川）
既往の主要洪水一覧

昭和32年9月洪水
大分市明磧地区の浸水被害（大分川）

平成5年9月洪水
流出した露橋（支川七瀬川）



○大分川は、古くから渇水被害が多発しており、近年
においても平成17年、19年、21年、23年に発電停止
や上水、農業取水への影響が発生している。

小雨のため大きく水位が低下した芹川ダム(平成17年)

大分合同新聞(平成6年7月16日)

大分合同新聞
(平成19年6月13日)

大分合同新聞
(平成23年1月17日)

大分合同新聞
(昭和53年7月7日)

２．事業の必要性等【事業を巡る社会経済の情勢等の変化②】
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大分駅周辺総合整備事業

○想定氾濫区域内人口の推移は、ほぼ横ばい。

○大分駅周辺総合整備事業によって、区画整地等
の大規模な開発が行われている。

○今後も周辺地域を含めた広域的な開発や発展が
期待される。

◆地域開発の状況

○「大分川ダム建設事業の検証に係わる検討に関
する意見聴取」により、大分県知事、大分市長
等よりのダム建設事業の早期完成の要望がなさ
れている。

○九州治水期成同盟連合会より、ダム建設事業の
早期完成の要望がなされている。

◆地域の協力体制

２．事業の必要性等【事業を巡る社会経済の情勢等の変化③】

想定氾濫区域内の人口変化(河川現況調査より)

H26評価時 H29評価時

5

九州の治水関連事業促進に関する要望書
（平成２８年７月２８日 九州治水期成同盟連合会）



２．事業の必要性等【事業の投資効果①】

判断根拠 チェック欄

・事業目的に変更がない 事業目的に変更がない ■(OK)

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

地元情勢等の変化がない ■(OK)

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

B/Cの算定方法に変更がない ■(OK)

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％
※

以内]

需要量等の変化について、農漁家償却・在庫資産に関して
前回：5,091戸　→　今回：4,281戸 〈需要量等の減少率：16%〉 であるが、
年平均被害軽減期待額に関して変化がない。〔年平均被害軽減期待額の減少が10%以内〕
前回：3,808百万円　→　今回：4,015百万円 〈年平均被害軽減期待額の増加率：5%〉

■(OK)

３．事業費の変化

判断根拠例[事業費の増加が１０％
※

以内]
事業費に変更がない ■(OK)

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※

以内]
事業期間に変更がない ■(OK)

　　

前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上回っている
（全体事業）
残事業費（+10%～-10%）1.3～1.3、残工期（+10%～-10%）1.3～1.3、資産（+10%～-10%）1.3～1.2
（残事業）
残事業費（+10%～-10%）2.6～2.9、残工期（+10%～-10%）2.7～2.8、資産（+10%～-10%）2.9～2.5

■(OK)

前回評価で費用対効果分析を実施している 前回評価で費用対効果分析を実施している ■(OK)

項　　目

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

事業目的

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

費用対効果分析実施判定票

判　定

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

外的要因

6



２．事業の必要性等【事業の投資効果②】

項 目 平成26年度評価時点 備 考

目標流量
基準地点：府内大橋

5,000m3/s（整備方針流量：概ね1/100）
4,900m3/s（整備計画流量：概ね1/ 70）

事業費 約995億円

整備期間 昭和53年から平成31年まで

整備内容 大分川ダム

全
事
業

便益:Ｂ（億円） 1,448

一般資産被害額 ：237（16.4％）
農作物被害額 ： 1（ 0.1％）
公共土木施設等被害額 ：401（27.7％）
営業停止損失 ： 19（ 1.3％）
応急対策費用 ： 14（ 1.0％）
流水の正常な機能の維持：741（51.1％）
残存価値 ： 35（ 2.4％)

費用:Ｃ（億円） 1,132

Ｂ／Ｃ 1.3

残
事
業

便益:Ｂ（億円） 863

一般資産被害額 ：237（27.5％）
農作物被害額 ： 1（ 0.1％）
公共土木施設等被害額 ：401（46.5％）
営業停止損失 ： 19（ 2.2％）
応急対策費用 ： 14（ 1.6％）
流水の正常な機能の維持：178（20.6％）
残存価値 ： 13（ 1.5％）

費用:Ｃ（億円） 315

Ｂ／Ｃ 2.7

◆費用対効果の結果

7

※費用対効果分析に係る項目は、平成26年度評価時点



ダム完成前 ダム完成後

浸水区域内人口 約43,500人

途絶する
主要な道路

7路線21区間
・九州横断自動車道
・国道 10号
・国道210号 等

凡例

0.5m未満の区域

1.0m～2.0m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

2.0m～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

事業実施により、整備計画規模の洪水が発生した場合、以下の効果が期待できる。
○浸水区域内人口が約18,000人が解消される。
○国道10号や国道210号及び、442号の一部において、交通途絶が解消され車の通行が可能になる。

整備計画対象規模(府内大橋地点：5,300m3/s）の洪水における浸水範囲

凡例

0.5m未満の区域

1.0m～2.0m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

2.0m～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

約18,000人減

4路線4区間で
途絶が解消

浸水区域内人口 約25,500人

途絶する
主要な道路

7路線17区間
・九州横断自動車道
・国道 10号
・国道210号 等

２．事業の必要性等【Ｂ／Ｃで計測できない効果①】 試行
平成26年度
再評価資料
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※H26年度の費用対効果分析結果



事業実施により、基本方針規模の洪水が発生した場合であっても、以下の効果が期待できる。
○浸水区域内人口が約6,500人が解消される。
○国道10号や国道442号の一部において、交通途絶が解消され車の通行が可能になる。

基本方針対象規模(府内大橋地点：5,700m3/s）の洪水における浸水範囲

約6,500人減
2路線2区間で
途絶が解消

浸水区域内人口 約47,500人

途絶する
主要な道路

7路線21区間
・九州横断自動車道
・国道 10号
・国道210号 等

浸水区域内人口 約41,000人

途絶する
主要な道路

7路線19区間
・九州横断自動車道
・国道 10号
・国道210号 等

ダム完成前 ダム完成後
凡例

0.5m未満の区域

1.0m～2.0m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

2.0m～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

凡例

0.5m未満の区域

1.0m～2.0m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

2.0m～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

２．事業の必要性等【Ｂ／Ｃで計測できない効果②】 試行
平成26年度
再評価資料
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※H26年度の費用対効果分析結果



10

その他の施設造成状況（H29.5月時点）

監査廊工

３．事業の進捗見込み【事業の進捗状況①】

○平成27年3月ダム本体基礎掘削完了、平成27年9月本体盛立開始、平成29年5月ダム本体盛立完了。

洪水吐 取水設備工

本体盛立状況（H29.5時点）

(下流からダム堤体を望む) (左岸からダム堤体を望む)



○平成24年度末までに用地取得、家屋移転、代替地造成、付替国道が完了。

○平成29年5月末現在、付替市道・付替林道（5.1km/6.4km、進捗率80%）を実施済み。

11

３．事業の進捗見込み【事業の進捗状況②】

付替国道 442号 （完成）

付替市道 （完成）

付替市道 （計画）

付替林道 （完成）

付替林道 （計画）

工事用道路 （完成）

仮排水路トンネル（完成）

まんじゅう大橋

尾原橋

付替市道尾原線

荷小野大橋

付替市道河内線

まんじゅう大橋

付替林道

仮排水路
トンネル

付替国道442号

ダム本体予定箇所



※ 用地取得 本体関連付替工事代替地

（平成29年5月末時点）

ダム本体及
び関連工事

付替市道、付替林道

（6.4km）

補償基準

用地取得

（156ha）

家屋移転

（49戸）
100%（49戸）

100%（156ha）

仮排水トンネル
（H20.11完成）

本体盛立 試験湛水

付替国道

（1.9km）
100%（1.9km）

H12.2 野津原町補償基準妥結 （地権者との用地補償等に係る基準は全て妥結）

基礎掘削

80%（5.1km）

100% 100%
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３．事業の進捗見込み【事業の進捗状況③】

20%（1.3km）



４．コスト縮減や代替案立案等の可能性

○原石山のベンチ掘削高は標準のＨ＝８．０ｍで計画していたが、施工進捗に伴い原石山の地質が良好に
なってきたため、これまでの施工実績を踏まえ採取計画を再検討し、付替林道より下段のベンチ掘削高さ
をＨ＝１５．０ｍに見直すことが可能となった。これにより発破掘削回数が減少したことに伴い、全体の
削孔・装薬にかかる手間が減り、コスト縮減を図れた。
今後着工予定の工事においても、引き続き更なるコスト縮減を図っていく。

◆コスト縮減の方策

◆代替案立案等の可能性

○平成24年度に実施した大分川ダム建設事業の検証に係る検討において、「ダム事業の検証に係る検討に
関する再評価実施要領細目」に基づき、現計画案（大分川ダム案）と現計画案以外の代替案を複数の
評価軸ごとに評価し、最も有利な案は、現計画案（大分川ダム案）と評価している。
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【 現 計 画 】 【 変 更 計 画 】

付替林道より下位標高H=8.0ｍ ⇒ H=15.0ｍベンチ掘削高さH=8.0ｍ

付替林道
付替林道



◆大分川ダム建設事業

①事業の必要性等に関する視点
○大分川は、想定氾濫区域内人口や資産について、前回の平成26年評価時から大きく変化

していない。

○事業を実施することにより洪水氾濫に対する治水安全度の向上が期待でき、浸水区域内

人口や途絶する重要な道路の被害の軽減も見込まれる。

○事業を実施した場合における費用対便益(B/C)は1.3である。（平成26年度評価）

②事業の進捗の見込みに関する視点
○大分川ダム建設事業は、平成25年9月に本体建設（一期）工事を契約し、平成26年2月か

ら本体基礎掘削工事を着手するなど、事業費ベースで約88％〔約871億円／約995億円〕

（平成28年度末）となっており、平成29年5月に本体盛立工事が完了。

現在は、本体関連工事及び、付替市道・付替林道の道路工事（進捗率80％）を促進し、

平成31年度に完了する見込みである。

○地域から早期に完成を望む要望が多く、地元自治体等からの協力体制も確立されている

ことから、今後の円滑な事業執行が可能である。

③コスト縮減の可能性の視点
○大分川ダム建設事業は、これまで新技術を活用するなどのコスト縮減を図り、ダム事業

を進めており、引き続き更なるコスト縮減を図っていく。

以上より、「大分川ダム建設事業」は、前回再評価以降も事業の必要性は
変わっておらず、今後も順調な進捗が見込まれること等から、平成31年度
完了に向けて引き続き『事業を継続』することとしたい。

５．対応方針（原案）
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